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【趣旨（目的）】 
○今国会に、小規模事業者の振興のための基本法「小規模企業振興基本法案」を提出。 
 
○今後、中小企業約３８５万者（うち小規模事業者：約３３４万者（８７％））に、きめ 
 細かく支援施策を届けていくためには、国・都道府県・市区町村が、それぞれの役割分 
 担に基づき、互いに政策的に連携していくことが必要。 
 
○そのため、中小企業・小規模事業者の観点から、国・都道府県・市区町村の施策を目的 
 や分野、必要金額等に応じて、検索でき、かつ、比較・一覧できるシステム（「施策 
 マップ（仮称）」）を開発する。 
 
○本システムにより、中小企業・小規模事業者は、自分が必要とする施策を、国・都道府 
 県・市区町村を問わず、迅速かつ効率的に探すことが可能となる。また、地方自治体 
 は、他の都道府県や市区町村の施策との比較が容易となるため、施策立案時の参考にで 
 きる。また、商工会・商工会議所等の中小企業支援者は、相手に応じた、より具体的か 
 つ効果的な支援が可能となる。 
 
○国は、毎年度、支援施策を固めた段階で、早期かつ積極的に、支援施策を都道府県・市 
 区町村に周知し、国と都道府県・市区町村との政策連携が進むよう、努める。 
 
○本システムには、中小企業庁の政策のみならず、総務省・厚労省・農水省・文科省・環 
 境省・国交省・観光庁・金融庁・エネ庁・特許庁など、関係省庁の中小企業・小規模事 
 業者向けの施策も掲載し、「ワンストップサービス」を実現する。 
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〇国・都道府県・市区町村の中小企業支援制度は、６割超の者が知らない、又は、関心がない。 
〇しかしながら、実際に支援施策を利用した者の中で、否定的な評価をしている者は少ない。 

国、都道府県、市区町村の中小企業支援制度・政策の活用・認知状況 
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2 



〇「国、都道府県、市町村がうまく連携できている」と評価する者は少なく、「三者がバラバラ 
 に支援している」「連携の実態がよく分からない」と回答した者が９割近くを占める。 

国、都道府県、市区町村の政策連携の評価 

資料：(株)帝国データバンク(n=746) 
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国、都道府県、市町村の連携状況の評価 

3 



都道府県 
 
 
 市町村 

■ホップ・ステップ・ジャンプ型 
 
 国・都道府県・市区町村が連携し
て、対象企業の規模・成長段階に
応じた支援を行う。対象企業は、数
年かけてより規模の大きな支援策を
活用する。 
 

（例）市：３０万円上限、２／３補助 
   県：３００万円上限、２／３補助 
   国：３０００万円上限、２／３補助 

■棲み分け型 
 
 国・都道府県・市区町村が、それ
ぞれ支援する対象を分ける（棲み分
ける）ことで、当該地域における産
業・企業をそれぞれ効率的に支援
する。 
 
（例）市：ＩＴ産業に対する支援 
   県：当該市以外の地域でもの 
                づくり産業に対する支援 

国、都道府県、市区町村の政策連携の事例 

国 

市町村 

都道 
府県 

市町村 
都道
府県 

■一体支援型 
 
 都道府県・市区町村が連携して
統一の事業を行い、両者で負担金
を分担して、同一の企業群を支援
する。 
 
（例）ＩＴ企業と農業・医療福祉分野との 
 マッチング事業に、県が１／４補助、 
 市が１／４補助し、行政全体として、 
 １／２補助を実現。 

■ホップ・ステップ・ジャンプ型 ■棲み分け型 ■一体支援型 
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中小企業・小規模事業者応援サイト「ミラサポ」 

○「施策マップ」は、中小企業庁のポータルサイト「ミラサポ」に構築する。 
○誰でも閲覧可能であるが、専門家派遣等のサービスを受けるためには、会員登録が必要。 
○各府省や地方自治体職員の方には、別途、入力のためのID/PASSを交付予定（3月頃）。 
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中小企業・小規模事業者応援サイト「ミラサポ」 

○中小企業・小規模事業者、必要とする支援制度を、様々な条件で絞って検索する。 
○「比較画面」で検索結果を互いに比較したり、「一覧画面」で国・都道府県・市区町村の 
 支援制度を一覧できる。 
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入力画面（各府省担当者）、詳細画面のイメージ 

○担当者が簡易に入力できる画面とする。
○ID/PASSを入力し、下記の入力画面にログイン 
 し、施策情報を入力してもらう。 

○入力した内容が定型フォーマットに沿って、 
 ミラサポ上に表示される。 

にぎわい補助金 

地域商店街活性化事業 

集客や販売力の向上、
体質の強化など・・・・ 

商店街振興組合のほか、・・・・・ 

各府省や事務局の公募案内
ページ http://www.chusho.meti.go.jp/ 

対象者や、制度
の目的、支援内
容・支援規模 
などを記述 

商店街振興策にかかる費用補助や、・・・ 

平成××年○月○日～平
成××・・ 

交付決定日から平成××
年○月○日まで 
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商店街の振興に関わるみなさま 

支援内容・支援規模 

募集期間 

動画説明 



施策マップのイメージ（検索画面） 

○フリーワード、ジャンル、対象、補助金額や、事業者の所在地（都道府県・市区町村）等で 
 検索が可能。 
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フリーワードで絞り込む 
キーワードを入力してください。 



施策マップのイメージ（検索結果） 

○中小企業・小規模事業者が求めている施策の検索結果を、分かりやすく表示する。 
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支援制度 分野 支援規模 募集期間 

雇用・人材 

雇用・人材 

雇用・人材 



施策マップのイメージ（比較画面） 

○「比較画面」では、検索結果を、互いに比較できる。 

特開金 トライアル雇用 
キャリア形成 
促進助成金 

支援制度 
正式名称 

特定求職者雇用開発助成金 トライアル雇用奨励金 キャリア形成促進助成金 

分野 雇用・人材 雇用・人材 雇用・人材 

支援規模 100万～200万円以下 200万～500万円以下 100万～200万円以下 

エリア 全国 東京, 神奈川 全国 

エリア詳細 
(市区町村) 

千代田区, 渋谷区,  
川崎市高津区 

目的 

高年齢者や障害者等の就職困
難者をハローワーク等の紹介に 
より、継続して雇用する労働者
… 

職業経験、技能、知識等から
安定的な就職が困難な求職者
について、ハローワーク等の紹
介により、… 

この助成金は、労働者のキャリ
ア形成を効果的に促進するた
め、職業訓練などを段階的かつ
体系的に実施する事業… 

主な対象者 

(1)ハローワークまたは民間の職
業紹介事業者等の紹介により
雇い入れること。 
(2)継続して雇用する… 

本奨励金は、次の1の対象労働
者を2の条件によって雇い入れ
た場合に受給することが… 

＜助成金を活用できる事業主
＞ 
1.雇用保険適用事業所の事業
主であるに… 

支援内容・ 
支援規模 

本助成金は、対象労働者の類
型と企業規模に応じて１人あた
りチラシに記載の支給額を支給
するもので… 

【支給対象期間】 
(1)本奨励金は、支給対象者の
トライアル雇用に係る雇入れの
日から1か月単位… 

＜政策課題対応型＞ 
①若年人材育成コース～採用
後5年以内かつ35歳未満の若
年労働者への… 

募集期間 
支給対象期の末日の翌日から
2ヶ月以内。 

支給申請期間は、トライアル雇
用を終了した日の翌日から起
算して2か月以内 

○訓練実施計画届等 
原則訓練開始1か月前まで… 

対象期間 

ホームページ http://www.mhlw.go.jp/xxx/ http://www.mhlw.go.jp/xxx/ http://www.mhlw.go.jp/xxx/ 

問い合わせ先 公益財団XXセンター 0XX-XXX-XXXX 公益財団XXセンター 0XX-XXX-XXXX 公益財団XXセンター 0XX-XXX-XXXX 

×削除 ×削除 ×削除 
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http://www.mhlw.go.jp/general/seido/josei/kyufukin/madoguchi.html
http://www.mhlw.go.jp/general/seido/josei/kyufukin/madoguchi.html
http://www.mhlw.go.jp/general/seido/josei/kyufukin/madoguchi.html


○「一覧画面」では、国、都道府県、市区町村レベルで、分野毎の施策を一覧できる。 
○A3で印刷して、紙ベースでの活用も可能。 

国
・都
道
府
県
・市
区
町
村 

施策マップのイメージ（一覧画面①） 
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創業・起業 研究開発、商品・サービス開発 販路開拓 海外展開 設備投資 雇用・人材 経営支援 経営改善・再生

国 地域需要創造型等起業・創業促進補助金 ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援
補助金

販売力強化支援モデル事業 事業計画策定支援事業 次世代型熱利用設備導入緊急対策事業 高年齢者雇用安定助成金 下請中小企業・小規模事業者自立化支援事業 下請中小企業・小規模事業者自立化支援事業

起業・創業や第二創業を行う女性や若者などに対して事
業計画を募集し、計画の実施に要する費用を補助するこ
とで、地域需要を興すビジネス等を支援します。創業事
業費（店舗等借入費、人件費等）、販路開拓費（マーケ
ティング調査費、広報費等）など起業・創業に必要な経費
を補助します。創業補助金は、電子エントリー対象の補
助金です。

顧客ニーズにきめ細かく対応するための製品の試作品
開発や設備投資などに必要な経費を補助することで、事
業者の競争力強化を支援します。補助対象経費の2/3ま
で、最大1,000万円を補助します。

中小企業者が自ら行うことが困難な販路開拓について、
国内または海外への販路または販路開拓サービスの提
供を行う民間事業者の先進的な取り組みを支援します。
補助対象経費の1/2まで、最大2,500万円を補助します。

海外進出を目指す中小企業に対し、事業計画を策定す
る際の実現可能性調査（Ｆ/Ｓ調査）の支援を行います。
対象者は海外展開を目指す中小企業、および中小企業
のグループで、かかった費用の2/3まで、最大120万円を
補助します。

これまで未利用であった低温廃熱を回収・有効利用でき
る革新的な設備の導入補助を行うことで、企業の設備購
入需要を拡大させるとともに、量産効果によって当該設
備の価格低下を目指します。

生涯現役社会の実現に向けた環境の整備に対応するた
め、高年齢者の雇用環境の整備や労働移動の受け入れ
を行う事業主に対して助成し、高年齢者の雇用の安定を
図ることを目的としています。

下請中小企業グループが、メンバー相互の経営資源を
活用して行う、自立化に向けた取組みを支援することで、
下請中小企業の振興と経営の安定を目指します。最大
2,000万円（補助率2/3）を補助します。

下請中小企業グループが、メンバー相互の経営資源を
活用して行う、自立化に向けた取組みを支援することで、
下請中小企業の振興と経営の安定を目指します。最大
2,000万円（補助率2/3）を補助します。

地域中小企業イノベーション創出補助事業 中小企業技術革新挑戦支援事業 下請中小企業・小規模事業者自立化支援事業 JAPANブランド育成支援事業 商店街まちづくり事業 特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者雇用
開発助成金）

小規模事業者活性化事業 小規模事業者活性化事業

地域の中小企業を中心に、大学及び高等専門学校、公
的研究機関等が共同で実施する実証研究を支援しま
す。産学連携による実証研究にかかる費用を補助しま
す。以下の要件を満たす方・・・補助事業終了後2年以内
に事業化に結びつく実証研究であること。中小企業と大
学等による産学連携体制で取り組む実証研究であるこ
と。

顧客ニーズにきめ細かく対応するための製品の試作品
開発や設備投資などに必要な経費を補助することで、事
業者の競争力強化を支援します。補助対象経費の2/3ま
で、最大1,000万円を補助します。

下請中小企業・小規模事業者の新分野の需要開拓への
取組を支援することで、取引先の多様化を図り、下請中
小企業・小規模事業者の振興と経営の安定を目指しま
す。最大500万円（補助率2/3）を補助します。

複数の中小企業等が連携して、優れた素材や技術等を
活かし、その魅力をさらに高め、世界に通用するブランド
力の確立を目指す取組みに要する経費の一部を補助す
ることにより、地域中小企業の海外販路の拡大を図りま
す。

地域住民の安心・安全な生活環境を守るため、商店街で
取り組む街路灯や防犯カメラ等の施設・設備等の費用を
支援します。かかった費用の2/3まで補助します。（平成
26年2月15日まで）

高年齢者や障害者等の就職困難者をハローワーク等の
紹介により、継続して雇用する労働者（雇用保険の一般
被保険者）として雇い入れる事業主に対して、賃金相当
額の一部が助成されます。

小規模事業者が、女性や若手の経営者・従業員の感性
やアイデア等を生かした新商品・新サービスを開発し、早
期に市場取引を達成することが見込まれる取組を支援
する。補助対象経費の2/3まで、最大200万円を補助しま
す。

小規模事業者が、女性や若手の経営者・従業員の感性
やアイデア等を生かした新商品・新サービスを開発し、早
期に市場取引を達成することが見込まれる取組を支援
する。補助対象経費の2/3まで、最大200万円を補助しま
す。

女性起業家ネットワーク形成促進事業補助金 地域力活用市場獲得等支援事業（新商品・新サー
ビスの開発支援事業）

販売力強化支援モデル事業 中小サービス業等海外現地人材研修支援事業 中小製造業設備投資等助成 トライアル雇用奨励金 経営支援補助金 経営支援補助金

女性起業家・女性経営者等が自主的に交流会・勉強会
を行う際に補助金を交付します。経費は施設等賃借料、
講師謝金、印刷製本費、消耗品費、通信運搬費及び広
報費とし、報告書提出までに支出が確認できるものに限
ります。以下の書類を経営・創業支援課に持参で提出し
て下さい。先着順（※）とさせていただき、書面審査の上、
決定します。※当該事業の予算枠に達した時点で終了と
します。

地域経済の活性化と消費税率引き上げに向けた企業力
アップのために、地域の活性化につながる新商品・新
サービスの開発に対して補助を行います。かかった費用
の2/3を補助します。

中小企業者が自ら行うことが困難な販路開拓について、
国内または海外への販路または販路開拓サービスの提
供を行う民間事業者の先進的な取り組みを支援します。
補助対象経費の1/2まで、最大2,500万円を補助します。

中小企業（サービス業）の海外進出支援のため、現地で
中核となって働く人材の育成を支援します。受入研修：海
外子会社等から日本に現地人材を招聘し研修する際に
必要な日本への渡航費、滞在費および研修にかかる費
用の補助を行います。

この助成制度では、工場の新築・増築や高効率な生産
設備の導入はもとより、ＬＥＤ照明、空調設備、デマンド
監視装置等を助成対象に含め、節電や省エネに結びつ
く機器の導入を推進します

業経験、技能、知識等から安定的な就職が困難な求職
者について、ハローワーク等の紹介により、一定期間試
行雇用した場合に助成する制度。本奨励金は、次の1の
対象労働者を2の条件によって雇い入れた場合に受給す
ることができます。

新商品・新技術・新役務の開発及び販路開拓並びに新
たな事業に取り組むための人材養成に関する事業に対
し、その経費の一部を補助する「経営支援事業」を実施し
ます。（補助対象経費の３分の２以内）

新商品・新技術・新役務の開発及び販路開拓並びに新
たな事業に取り組むための人材養成に関する事業に対
し、その経費の一部を補助する「経営支援事業」を実施し
ます。（補助対象経費の３分の２以内）

地域需要創造型等起業・創業促進補助金 新事業活動・農商工連携等促進支援事業補助金
（新連携）

中小企業・小規模事業者海外人材対策事業 商店街まちづくり事業 キャリア形成促進助成金 経営支援補助金

起業・創業や第二創業を行う女性や若者などに対して事
業計画を募集し、計画の実施に要する費用を補助するこ
とで、地域需要を興すビジネス等を支援します。創業事
業費（店舗等借入費、人件費等）、販路開拓費（マーケ
ティング調査費、広報費等）など起業・創業に必要な経費
を補助します。
創業補助金は、電子エントリー対応。起業・創業に必要
な経費の2/3を補助します。補助上限額は200万円です

異分野の中小企業者が連携し、互いに経営資源（技術・
販路等）を活用して、新事業活動（新商品・新サービスの
開発等）を行うことにより、新たな事業分野の開拓を図
る。

外国人留学生に対する職場実習（インターンシップ）、及
び中小企業とのマッチング、人材育成・定着までの一体
的な取組支援等を通じた、中小企業のグローバル人材
の確保を支援すること。（外国人留学生対象）

地域住民の安心・安全な生活環境を守るため、商店街で
取り組む街路灯や防犯カメラ等の施設・設備等の費用を
支援します。かかった費用の2/3まで補助します。（平成
26年2月15日まで）

この助成金は、労働者のキャリア形成を効果的に促進す
るため、職業訓練などを段階的かつ体系的に実施する
事業主に対して助成する制度です。具体的には、従業員
に対して行う職業能力開発に関する計画を行った企業に
支給する

新商品・新技術・新役務の開発及び販路開拓並びに新
たな事業に取り組むための人材養成に関する事業に対
し、その経費の一部を補助する「経営支援事業」を実施し
ます。（補助対象経費の３分の２以内）

ものづくり中小企業・小規模事業者試作開発等支援
補助金

事業計画策定支援事業 中小製造業設備投資等助成 高年齢者雇用安定助成金

顧客ニーズにきめ細かく対応するための製品の試作品
開発や設備投資などに必要な経費を補助することで、事
業者の競争力強化を支援します。補助対象経費の2/3ま
で、最大1,000万円を補助します。

海外進出を目指す中小企業に対し、事業計画を策定す
る際の実現可能性調査（Ｆ/Ｓ調査）の支援を行います。
対象者は海外展開を目指す中小企業、および中小企業
のグループで、かかった費用の2/3まで、最大120万円を
補助します。

この助成制度では、工場の新築・増築や高効率な生産
設備の導入はもとより、ＬＥＤ照明、空調設備、デマンド
監視装置等を助成対象に含め、節電や省エネに結びつ
く機器の導入を推進します

生涯現役社会の実現に向けた環境の整備に対応するた
め、高年齢者の雇用環境の整備や労働移動の受け入れ
を行う事業主に対して助成し、高年齢者の雇用の安定を
図ることを目的としています。

中小企業技術革新挑戦支援事業 JAPANブランド育成支援事業 特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者雇用
開発助成金）

顧客ニーズにきめ細かく対応するための製品の試作品
開発や設備投資などに必要な経費を補助することで、事
業者の競争力強化を支援します。補助対象経費の2/3ま
で、最大1,000万円を補助します。

複数の中小企業等が連携して、優れた素材や技術等を
活かし、その魅力をさらに高め、世界に通用するブランド
力の確立を目指す取組みに要する経費の一部を補助す
ることにより、地域中小企業の海外販路の拡大を図りま
す。

高年齢者や障害者等の就職困難者をハローワーク等の
紹介により、継続して雇用する労働者（雇用保険の一般
被保険者）として雇い入れる事業主に対して、賃金相当
額の一部が助成されます。

都道府県 神奈川県 地域中小企業イノベーション創出補助事業 地域力活用市場獲得等支援事業（新商品・新サー
ビスの開発支援事業）

販売力強化支援モデル事業 中小サービス業等海外現地人材研修支援事業 次世代型熱利用設備導入緊急対策事業 トライアル雇用奨励金 下請中小企業・小規模事業者自立化支援事業 経営支援補助金

地域の中小企業を中心に、大学及び高等専門学校、公
的研究機関等が共同で実施する実証研究を支援しま
す。産学連携による実証研究にかかる費用を補助しま
す。（かかった費用の2/3を上限に補助します。）

地域経済の活性化と消費税率引き上げに向けた企業力
アップのために、地域の活性化につながる新商品・新
サービスの開発に対して補助を行います。かかった費用
の2/3を補助します。

中小企業者が自ら行うことが困難な販路開拓について、
国内または海外への販路または販路開拓サービスの提
供を行う民間事業者の先進的な取り組みを支援します。
補助対象経費の1/2まで、最大2,500万円を補助します。

中小企業（サービス業）の海外進出支援のため、現地で
中核となって働く人材の育成を支援します。受入研修：海
外子会社等から日本に現地人材を招聘し研修する際に
必要な日本への渡航費、滞在費および研修にかかる費
用の補助を行います。

これまで未利用であった低温廃熱を回収・有効利用でき
る革新的な設備の導入補助を行うことで、企業の設備購
入需要を拡大させるとともに、量産効果によって当該設
備の価格低下を目指します。

業経験、技能、知識等から安定的な就職が困難な求職
者について、ハローワーク等の紹介により、一定期間試
行雇用した場合に助成する制度。本奨励金は、次の1の
対象労働者を2の条件によって雇い入れた場合に受給す
ることができます。

下請中小企業グループが、メンバー相互の経営資源を
活用して行う、自立化に向けた取組みを支援することで、
下請中小企業の振興と経営の安定を目指します。最大
2,000万円（補助率2/3）を補助します。

新商品・新技術・新役務の開発及び販路開拓並びに新
たな事業に取り組むための人材養成に関する事業に対
し、その経費の一部を補助する「経営支援事業」を実施し
ます。（補助対象経費の３分の２以内）

女性起業家ネットワーク形成促進事業補助金 戦略的基盤技術高度化支援事業 中小企業・小規模事業者海外人材対策事業 商店街まちづくり事業 キャリア形成促進助成金 小規模事業者活性化事業

女性起業家・女性経営者等が自主的に交流会・勉強会
を行う際に補助金を交付します。  経費は施設等賃借
料、講師謝金、印刷製本費、消耗品費、通信運搬費及び
広報費とし、報告書提出までに支出が確認できるものに
限ります。

特定ものづくり基盤技術（鋳造、鍛造、切削加工、めっき
など）の高度化につながる研究開発から試作までの取組
を支援します。研究開発から試作までの取組を行う際に
国から委託金を受け取れます。

外国人留学生に対する職場実習（インターンシップ）、及
び中小企業とのマッチング、人材育成・定着までの一体
的な取組支援等を通じた、中小企業のグローバル人材
の確保を支援すること。（外国人留学生対象）

地域住民の安心・安全な生活環境を守るため、商店街で
取り組む街路灯や防犯カメラ等の施設・設備等の費用を
支援します。かかった費用の2/3まで補助します。（平成
26年2月15日まで）

この助成金は、労働者のキャリア形成を効果的に促進す
るため、職業訓練などを段階的かつ体系的に実施する
事業主に対して助成する制度です。具体的には、従業員
に対して行う職業能力開発に関する計画を行った企業に
支給する

小規模事業者が、女性や若手の経営者・従業員の感性
やアイデア等を生かした新商品・新サービスを開発し、早
期に市場取引を達成することが見込まれる取組を支援
する。補助対象経費の2/3まで、最大200万円を補助しま
す。

地域需要創造型等起業・創業促進補助金 新事業活動・農商工連携等促進支援事業補助金
（新連携）

中小サービス業等海外現地人材研修支援事業 中小製造業設備投資等助成 キャリア形成促進助成金

起業・創業や第二創業を行う女性や若者などに対して事
業計画を募集し、計画の実施に要する費用を補助するこ
とで、地域需要を興すビジネス等を支援します。補助金
申請に詳細は各自治体の窓口までお問い合わせくださ
い。

異分野の中小企業者が連携し、互いに経営資源（技術・
販路等）を活用して、新事業活動（新商品・新サービスの
開発等）を行うことにより、新たな事業分野の開拓を図
る。

中小企業（サービス業）の海外進出支援のため、現地で
中核となって働く人材の育成を支援します。受入研修：海
外子会社等から日本に現地人材を招聘し研修する際に
必要な日本への渡航費、滞在費および研修にかかる費
用の補助を行います。

この助成制度では、工場の新築・増築や高効率な生産
設備の導入はもとより、ＬＥＤ照明、空調設備、デマンド
監視装置等を助成対象に含め、節電や省エネに結びつ
く機器の導入を推進します

この助成金は、労働者のキャリア形成を効果的に促進す
るため、職業訓練などを段階的かつ体系的に実施する
事業主に対して助成する制度です。具体的には、従業員
に対して行う職業能力開発に関する計画を行った企業に
支給する

地域中小企業イノベーション創出補助事業 中小企業・小規模事業者海外人材対策事業 中小企業・小規模事業者人材対策事業

地域の中小企業を中心に、大学及び高等専門学校、公
的研究機関等が共同で実施する実証研究を支援しま
す。産学連携による実証研究にかかる費用を補助しま
す。（かかった費用の2/3を上限に補助します。）

外国人留学生に対する職場実習（インターンシップ）、及
び中小企業とのマッチング、人材育成・定着までの一体
的な取組支援等を通じた、中小企業のグローバル人材
の確保を支援すること。（外国人留学生対象）

中小企業・小規模事業者と学生の顔が見える関係作り
からマッチング、人材育成・定着までを大学等と連携して
支援する実施事業団体を支援します。1機関当たり最大
5,000万円まで補助します。

市区町村 鎌倉市 地域需要創造型等起業・創業促進補助金 新事業活動・農商工連携等促進支援事業補助金
（新連携）

下請中小企業・小規模事業者自立化支援事業 共同海外現地進出支援事業 中小企業・小規模事業者人材対策事業 小規模事業者活性化事業

起業・創業や第二創業を行う女性や若者などに対して事
業計画を募集し、計画の実施に要する費用を補助するこ
とで、地域需要を興すビジネス等を支援します。補助金
申請に詳細は各自治体の窓口までお問い合わせくださ
い。

異分野の中小企業者が連携し、互いに経営資源（技術・
販路等）を活用して、新事業活動（新商品・新サービスの
開発等）を行うことにより、新たな事業分野の開拓を図
る。

下請中小企業・小規模事業者の新分野の需要開拓への
取組を支援することで、取引先の多様化を図り、下請中
小企業・小規模事業者の振興と経営の安定を目指しま
す。最大500万円（補助率2/3）を補助します。

単独では海外現地進出が困難な中小企業者が共同グ
ループを形成することにより、リスク・コストを低減し、幅
広い顧客ニーズに対応した形での海外進出の取組を支
援します。

育児等で退職し、再就職を希望する女性などと、優秀な
人材がほしい中小企業・小規模事業者をつなぎ、実習を
通じた就労支援から入社後の定着までを支援します。実
習生に日額最大7,000円を助成します

小規模事業者が、女性や若手の経営者・従業員の感性
やアイデア等を生かした新商品・新サービスを開発し、早
期に市場取引を達成することが見込まれる取組を支援
する。補助対象経費の2/3まで、最大200万円を補助しま
す。

地域中小企業イノベーション創出補助事業 販売力強化支援モデル事業 経営支援補助金

地域の中小企業を中心に、大学及び高等専門学校、公
的研究機関等が共同で実施する実証研究を支援しま
す。産学連携による実証研究にかかる費用を補助しま
す。（かかった費用の2/3を上限に補助します。）

中小企業者が自ら行うことが困難な販路開拓について、
国内または海外への販路または販路開拓サービスの提
供を行う民間事業者の先進的な取り組みを支援します。
補助対象経費の1/2まで、最大2,500万円を補助します。

新商品・新技術・新役務の開発及び販路開拓並びに新
たな事業に取り組むための人材養成に関する事業に対
し、その経費の一部を補助する「経営支援事業」を実施し
ます。（補助対象経費の３分の２以内）

「起業・創業」「研究開発／商品・サービス開発」「販路・需要開拓」・・・など分野別に選択 

印刷 

国の施策 
（６つ表示） 

都道府県の施策 
（４つ表示） 

市町村の施策 
（２つ表示） 



○「一覧画面」の一部を拡大すると、以下の通り。 
○一定の文字数（１５０字以内）の中で、事業の概要、補助金額、補助率等がわかるようにする。 

施策マップのイメージ（一覧画面②） 
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広島県次世代ものづくり技術開発支援補助金 （１５０,０００千円）  
 
 県内ものづくり企業（輸送用機械や一般・電気機械）の新たなビ
ジネスの獲得につながる技術開発・試作品開発（実用化開発）を支
援。 （補助金 最大５０,０００千円（大規模枠）・最大１０,０００
千円（中小規模枠）、補助率 １／２、年度内） 

拡大イメージ 
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